
   問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局経済調査室 

          電話 ０３－３５８１－５４８０（直通） 

   ホームページ http://www.jftc.go.jp 

1 

バンドル・ディスカウントに関する検討会（第１回）議事要旨 

１ 日時 平成２８年７月２９日（金）１３：００～１４：００ 

２ 場所 中央合同庁舎６号館Ｂ棟１６階公正取引委員会経済取引局第１会議室 

３ 検討会委員 別紙参照 

４ 議事次第 本検討会で取り上げる論点について 

５ 議事概要  

（１）冒頭，木尾経済調査室長から，「バンドル・ディスカウントに関する論点（案）」

（資料１）について説明を行うとともに，今後議論を行っていく論点の外延を

明確化する観点から議論いただきたい旨を説明した。 

（２）検討会における議論の概要は次のとおり。 

○ 検討対象案が「独占的商品1」とされているが，この定義が必ずしも明確で

はない。価格操作自由度という概念も不明である。通常は市場支配力概念が

用いられるし，市場支配力というのは価格を左右することができる力を意味

しているわけだが，本研究会においてあえて別の「独占的商品」ないし価格

操作自由度という別の概念を使う必要性があるのか。ないのだとすれば，市

場支配力概念を用いた方が簡明であると考えられる。 

○ 市場支配力やこれに類する地位を有するかどうか，さらに広く競争の状況

を判断する上で考慮要素としては，下記が考えられる。 

・ 市場シェア（ただし，市場支配力の有無については，独占的なシェアの

みをもって判断するわけではない。） 

・ 競争事業者の模倣可能性や提携可能性 

・ 利ざやの大きさ（価格操作自由度） 

・ 個別の価格の状況（情報の非対称性，市場支配力，地理的条件等による

価格のばらつき） 

・ 規制（例えば約款料金）の有無 など 

○ 基本的には，卸売ではなく，小売を対象として検討を行うべきではないか。 

○ 商品として電力，ガス，電気通信等を念頭に置きつつ検討することが効率

的ではないか。ただし，検討対象をこれらのみに限定するのではなく，商品

1 「商品」には「サービス」を含む。以下同じ。 



2 

一般に拡張することを前提に検討を進めてはどうか。 

○ 研究会設置の趣旨説明においては競争政策の観点から検討を行うという

旨の記載があるが，これは事業法上の競争政策的規定や政策についても検討

することを含意するのか。このような検討を行うこととすると，かなりの時

間が必要になることになる。本検討会においては，独占禁止法の適用（違法

に当たるか否か）を検討することとしてはどうか。つまり，焦点を絞るため

に，新たな自由化市場（電気，ガス等）について，事業法上競争政策上望ま

しいと思われる政策が何かを提言することまでは行わないということにし

ておいた方がよいのではないか。 

○ いわゆる埋め合わせ（競争者排除後の市場支配力の行使の蓋然性）につい

て，私的独占上は市場支配力の形成等が要件とされていることから事実上関

連性がないではないが，不公正な取引方法に関しては法的要件ではないこと

は明らかで考慮要因となることがある程度である。どのような文脈で「埋め

合わせ」を議論するのかについては慎重な検討が必要である。 

○ 基本的には，市場支配力が行使され得る商品等を含むセット割について検

討するべきではないか。一方で，市場支配力が無い場合であっても，競争上

の問題は発生し得る。 

○ 商品ＡとＢをセットで販売することを複数の有力な事業者が並行して行

うことによって，商品Ａ又はＢを単品で販売する事業者を協調的に排除する

ことがあり得るのではないか。 

○ 事業者は，販売価格について様々な内容とすることが可能である。例えば，

「商品ＡとＢをセットで○○円引き」の代わりに，「商品Ａを買ったら商品

Ｂは無料」とすることも可能。この場合，内容に応じて適用条文（例えば，

不当な利益による顧客誘引，不当廉売，抱き合わせ販売等）が異なる場合で

も違法性の判断・結論が連続的となるように留意が必要。 

○ ＤＡ（Discount Attribution）テストを実務で用いる際，コストの算定が

困難である。例えば，電力卸売市場のように，リアルタイムで仕入値が変化

する財もあるし，自動車保険のように需要者によってコストが異なる財もあ

る。また，３商品以上のセット割についてのコストの振り分けについても難

しい。ＤＡテストの実行可能性について検討が必要。 

○ 米国コダック事件判決では，ＤＡテストが抱き合わせの基準として用いら

れている。 
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６ 今後のスケジュール等について  

○ 検討会を全４回程度開催した後，１０月を目処に議論を収束させ，年内には

報告書として取りまとめる予定。 

○ 次回（第２回）検討会は，９月５日に開催予定。米国判例を中心に議論を行

う予定。 

以上 

（文責：公正取引委員会事務総局 速報のため事後修正の可能性あり。） 
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